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第１章 計画の基本的な考え方 

 

 １ 計画の概要 

 

  (1) 計画策定の背景及び趣旨 

京都府では、障害者基本法第１１条第２項の規定により、平成１７年度から平成２６年度ま

での１０年間を計画期間とする「京都府障害者基本計画」（キラリ☆２１～それぞれの明日、京

都から～）を平成１７年３月に策定し、平成１８年の「障害者自立支援法」の施行により、身

体、知的、精神障害者へのサービスが一元的に身近な市町村で提供される仕組みとなるなど、

障害者支援の在り方が大きく転換された中で、障害者施策の総合的な推進を図り、教育、福祉、

保健・医療、生活環境、雇用・就労など、あらゆる分野にわたって着実に取組を進めてまいり

ました。 

 

    この計画の期間中、国では、平成１８年に国連が採択した「障害者の権利に関する条約」の

批准に向け、平成２３年には「障害者基本法」を改正し、障害者の定義を見直すとともに、障

害者に対する合理的配慮の概念を盛り込み、平成２５年には「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」を施行するとともに、「障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」を制定するなど、国内法の整備が進

められ、この条約は、平成２６年１月に批准されました。 

 

    また、その他にも「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害

者虐待防止法）」や「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する法律（障

害者優先調達推進法）」など様々な法整備が行われています。     

 

    京都府では、これら新たな法制度やこれまでの取組状況等を踏まえ、平成２６年３月に制定

した「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」

などのもと、障害の有無にかかわらず、府民誰もが相互に人格と個性を尊重し合い支え合う共

生社会の実現に向け、新たな「京都府障害者基本計画」を策定し、障害者の自立と社会参加の

支援等のための施策の総合的・計画的な推進を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

障害者の定義（障害者基本法第２条） 

   身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障

害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社

会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 
 

合理的配慮（障害者の権利に関する条約第２条） 

障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使する

ことを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とさ

れるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。 
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【障害者施策に関する主な法律等の整備状況】 

年  月 法律名・概要 

平成１７年 ４月 

「発達障害者支援法」の施行 

・発達障害の定義の明確化、発達障害者がライフステージにあった適切な支援を受 

けられる体制の整備など 

平成１８年 

４月 

「障害者自立支援法」の施行 

・身体、知的、精神障害者へのサービスの一元化、地域生活移行の推進、就労支援、 

サービス体系の再編など 

12月 

「バリアフリー法」の施行 

(高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律) 

  ・公共交通機関や建築物のバリアフリー化の推進、地域における重点的・一体的な 

バリアフリー化の推進など 

平成２３年 ８月 
「障害者基本法の一部を改正する法律」の施行 

  ・目的規定や障害者の定義の見直し、合理的配慮の概念など 

平成２４年 10月 

「障害者虐待防止法」の施行 

(障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律） 

  ・障害者虐待の定義、虐待を受けた障害者の保護、養護者に対する支援など 

平成２５年 

４月 

「障害者総合支援法」の施行 

(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律） 

  ・障害者自立支援法を障害者総合支援法とし、障害者の範囲に難病等を追加など 

「障害者優先調達推進法」の施行 

 (国等による障害者就労施設等からの物品の調達の推進等に関する法律) 

    ・障害者就労施設等からの物品等の調達方針の作成や実績の公表など 

６月 

「障害者差別解消法」の制定 

 (障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律) 

  ・障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や障害者への合理的配慮など 

   【平成２８年４月施行】 

「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」の制定 

  ・雇用の分野の障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や障害者への合理的配 

慮、法定雇用率算定基礎への精神障害者の追加など【平成２８年４月施行など】 

平成２６年 

１月 

「障害者の権利に関する条約」の批准 

  ・障害者の人権・基本的自由の享有の確保、障害者の固有の尊厳の尊重の促進、障 

害者の権利の実現のための措置など 

３月 

「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい

社会づくり条例」の制定 

  ・障害の有無にかかわらない共生社会の実現、障害者差別解消法に定める不利益取 

扱いの禁止及び合理的配慮の提供、障害者の雇用・就労の促進、社会活動の支援 

など 
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 (2) 基本理念 

 

   障害者基本法第１条に規定されるように、障害者施策は、全ての国民が、障害の有無にかかわ 

らず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるという理念にのっとり、 

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いな 

がら共生する社会の実現を目指して講じられる必要があります。 

 この計画では、この考え方に沿って、障害の有無にかかわらず、全ての府民が、互いに人格と 

個性を尊重しながら、支え合い、共に安心していきいきと暮らせる社会の実現を目指し、障害者 

の自立と社会参加を促進するため、障害者が自らの能力を最大限発揮できるよう支援するととも 

に、障害者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を除去するために、京都府 

が取り組むべき障害者施策の基本的な方向を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 各分野に共通する横断的視点 

 

  ① 障害者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

    障害者は、施策の客体ではなく、必要な支援を受けながら、自らの決定に基づき社会に参加

する主体であることを踏まえ、障害者施策の策定に当たっては、障害者及びその家族等の意見

を聴き、その意見を尊重します。 

    そして、その実施に当たっては、障害者本人が自らの考えで意思決定を行うことができるよ

う支援します。 

 

  ② 当事者本位の総合的な支援 

    障害者の自己選択・自己決定が尊重され、ライフステージに応じた適切な支援を受けられる

よう、福祉、教育、医療、雇用等の各分野の有機的な連携のもと、施策を総合的に展開し、切

れ目のない支援を行います。 

    また、支援に当たっては、障害者が日常生活又は社会生活で直面する困難に着目し、その解

消とともに、障害者の自立と社会参加の支援という観点に立って行うよう努めます。 

 

  ③ 障害特性等に配慮した支援 

    障害者施策は、性別、年齢、障害の状態、生活の実態等に応じた障害者の個別的な支援の必

要性を踏まえて策定、実施します。 

    なお、障害のある女性が障害及び性別による複合的な原因により特に困難な状況に置かれる

場合等、その性別、年齢等による複合的な原因により特に困難な状況に置かれる場合において

は、その状況に応じた適切な配慮に努めます。  

    また、多様な障害について、それぞれの障害の特性や求められる配慮等について、府民のさ

らなる理解の促進に向けた広報・啓発活動を行うとともに、施策の充実を図ります 

【参考】 

社会的障壁の定義（（障害者基本法第２条） 

  社会的障壁 障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいいます。 
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  ④ アクセシビリティの向上 

    障害者の社会への参加を実質的なものとし、障害の有無にかかわらず、その能力を最大限に

発揮しながら、安心して生活できるようにするため、「京都府障害のある人もない人も共に安

心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」などのもと、障害者の活動を制限し、社会へ

の参加を制約している様々な事物、制度、慣行、観念等の社会的障壁の除去を進め、ハード、

ソフトの両面にわたる社会のバリアフリー化を推進し、アクセシビリティ（施設・設備、サー

ビス、情報、制度等の利用しやすさ）の向上を図ります。 

     

  ⑤ 総合的かつ計画的な取組の推進 

    障害者が必要なときに必要な場所で適切な支援を受けられるよう、市町村等との適切な連携

及び役割分担の下で、障害者施策を策定、実施します。 

    また、効果的かつ効率的に施策を推進する観点から、高齢者施策、医療関係施策、子ども・

子育て関係施策、男女共同参画施策等、障害者施策に関係する他の施策・計画等との整合性を

確保し、総合的・計画的な施策の展開を図ります。 

 

 (4) 計画の性格及び位置付け 

 

   この計画は、障害者基本法第１１条第２項に基づき、国の「障害者基本計画」を基本として策 

定する「都道府県障害者計画」です。 

障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策 

定するものであり、京都府が講ずる障害者施策に関する基本的な計画として位置付けています。 

また、この計画は、京都府政運営の指針である「明日の京都」など、関連計画との整合性を図

りながら、今後５年間の障害者施策の基本的な方向を示します。 

 

 (5) 計画の対象期間 

 

   平成２７年度（２０１５年度）から平成３１年度（２０１９年度）までの５年間とします。 

    

 (6) 計画の対象となる障害者の範囲 

 

   この計画の対象となる障害者は、障害者基本法第２条の定義に基づき、「身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある人であって、障害及び社会的障

壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある人」とします。 

 

 (7) 分野別の施策体系 

 

   この計画では、８つの分野から施策を構築し、各分野に共通する５つの横断的視点を基に、障

害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を推進していきます。 

    

   １ 共生社会の実現に向けた理解と交流の推進 

   ２ 教育の推進 

   ３ 生活の支援 
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   ４ 保健・医療の充実 

   ５ 生活環境の整備 

   ６ 雇用・就労の促進 

   ７ スポーツ、文化・芸術、レクリエーション活動の振興 

   ８ 暮らしの安心・安全 

 

 (8) 成果目標の設定（詳細は「別表」参照） 

     

   計画期間に達成すべき目標として数値化が可能な施策について、成果目標を設定し、計画の実

効性を確保します。 

    

(9) 計画の推進 

計画の推進に当たっては、京都府が主体となりますが、国、市町村、障害者関係団体・施設 

・事業者等と連携を図り、一体となって対応します。 

特に国に対しては、国の「障害者基本計画」、障害者総合支援法等に基づく必要な行財政上の措

置と支援を要請します。 

また、計画に掲げた方針や施策については、府として全庁的に総合的な取組を行います。 

計画の実施に当たっては、「京都府障害者施策推進協議会（京都府障害者自立支援協議会）」の

意見を聴きながら進捗状況の把握と点検を行い、計画的な推進を図ります。 
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【計画の施策体系】 

 

 

 １ 共生社会の実現に向けた理解                 ① 心のバリアフリーの推進 

と交流の促進                ② 社会的障壁を除去する取組の推進 

                      ③ 権利擁護の推進 

                      ④ 交流及び共同学習の推進 

 

 ２ 教育の推進                 ① インクルーシブ教育システムの構築 

                         ② 教育環境の整備 

                         

 ３ 生活の支援                 ① 相談支援体制の整備 

                         ② 在宅サービス等の充実 

                         ③ 障害児支援の充実 

                         ④ サービスの質の向上等 

                         ⑤ 人材の育成・確保 

                         ⑥ 福祉用具の研究開発及び身体障害者 

                           補助犬の育成等 

 

 ４ 保健・医療の充実              ① 保健・医療の充実等 

                         ② 精神保健・医療の提供等 

                         ③ 人材の育成・確保 

                         ④ 難病に関する施策の推進 

                         

 ５ 生活環境の整備               ① 福祉のまちづくりの総合的な推進 

                         ② 住宅の確保 

                         ③ 公共交通機関のバリアフリー化の推進 

                         ④ 誰もが利用する施設等のバリアフリー化 

                           の推進 

                         ⑤ わかりやすい情報の提供 

 

 ６ 雇用・就労の促進              ① 障害者雇用の促進 

                         ② 総合的な就労支援 

                         ③ 障害特性に応じた就労支援及び就業力の 

                           強化 

                         ④ 福祉的就労の底上げ 

                      

 ７ スポーツ、文化・芸術、           ① スポーツ、レクリエーション活動の推進 

   レクリエーションの活動の振興        ② 文化・芸術活動の振興 

 

 ８ 暮らしの安心・安全             ① 防災対策の推進 

                         ② 防犯対策の推進 

                         ③ 消費者トラブルの防止及び被害からの 

                           救済 
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２ 障害保健福祉圏域の設定 

 

(1) 設定の趣旨 

 

障害のある人に対する保健福祉サービスについては、その施策内容や市町村の人口規模な 

どから、市町村によっては、単独で実施困難な場合があります。 

このため、地域にサービスの偏在が生じないよう、市町村の地域特性や人口規模などを踏 

まえ、複数の市町村を含む広域的な見地から施策の展開を図ることにより、府域全体のバラ 

ンスのとれたサービス供給体制、基盤の整備を推進する観点から、平成１０年１１月から障 

害保健福祉圏域を設定しています。 

 

(2) 設定の考え方 

 

保健・医療施策及び高齢者施策との連携を図る必要があるため、京都府保健医療計画に基づ 

く「２次医療圏」及び京都府高齢者健康福祉計画に基づく「高齢者健康福祉圏域」と同一区域 

の６つの圏域としています。 

なお、京都・乙訓圏域については、大都市特例により京都市の権限が定められていることか 

ら、「京都市サブ圏域」及び「乙訓サブ圏域」を設定しています。 

 

圏域名 市 町 村 名  

丹後 宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

中丹 福知山市、舞鶴市、綾部市 

南丹 亀岡市、南丹市、京丹波町 

京都 

乙訓 

京都市サブ圏域 京都市 

乙訓サブ圏域 向日市、長岡京市、大山崎町 

山城北 
宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、 

宇治田原町 

山城南 木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 

 

３ 障害者手帳取得者数の推移 
 

   平成２５年度末現在で、京都府における障害者手帳取得者数は、約１８万７千人です。 

   障害者自立支援法が施行された平成１８年度末（約１６万２千人）との比較では、約２万５千

人増えています。 

 平成18年 

（自立支援法） 

平成23年 平成24年 平成25年 ⑱→㉕増加率 

身体障害 132,666 144,453 145,127 145,562 9.7%増 

知的障害 17,909 21,435 22,284 23,310 30.2％増 

精神障害 12,063 16,177 17,458 18,445 52.9％増 

合  計 162,638 182,065 184,869 187,317 15.2％増 

（注）京都市含む。各年度末時点の数字。 
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４ 京都府障害者基本計画（前計画）における主な成果 

 

 (1) 計画に基づく主な施策の取組状況 

施策分野 主な成果 

理解と交流の

推進 

●「障害者週間」(12/3～9)における啓発活動 

「障害者週間」を中心として、府内各市町村で啓発チラシ、「ほっとはあと製品」の配布など街頭啓発

活動を実施 

●「障害者週間」啓発ポスター及び体験作文コンクールの実施 

毎年コンクールを実施し、入賞作品を「京都とっておきの芸術祭」等で展示 

●京都府障害者のつどいの開催 

府内の障害者や関係者が集い、広く障害に関する理解と認識を深めるとともに、障害者の自立と社会

参加意欲を増進する「障害者のつどい」を開催 

●「こころの健康推進員」の設置 

精神障害者の地域生活を支援し、精神障害者の自立と社会参加の促進を図るため、「こころの健康推進

員」を設置 

●特別支援学校文化・スポーツ交流事業 

各府立特別支援学校の幼児・児童・生徒が、豊かな心をはぐくみ、社会性や協調性等社会自立の基礎

を培うよう、文化・スポーツを通した交流会を実施 

●特別支援学校ボランティア活動推進事業 

府立特別支援学校において、障害のある子どもたちの地域生活を支援するボランティアの養成や児童

生徒によるボランティア活動を実施 

●森と小川の教室推進事業 

豊かな自然の中で、障害のある子どもが障害のない子どもとともに自然体験活動を通して、多様な立

場を理解し、心のふれあいを深め、支援する心や主体性を培う「みどりキャンプ」を実施 

●京のわくわく探検事業 

障害のある子どもも一緒になった地域の中での様々な体験活動を通して、豊かな心をはぐくむととも

に幅広い世代の人たちとの交流を通して、地域の絆を深める「京のわくわく探検事業」を実施 

●福祉サービス苦情解決事業 

 京都府社会福祉協議会に運営適正化委員会を設置し苦情受付、調査、指導、助言、あっせん等を実施 

●障害者虐待防止・権利擁護研修 

 障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応等を行うため、障害福祉サービス事業所・指定相談支 

援事業所職員、市町村職員を対象とした研修を実施 

●京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター運営事業 

 市町村では対応困難な虐待案件に対する専門職チームの派遣、事例検討を通じた人材育成の取組等、

虐待事案の通報窓口となる市町村の権利擁護の取組を支援 

●福祉サービス利用援助事業 

  京都府社会福祉協議会に「きょうと高齢者・障害者生活支援センター」を設置し相談、助言、連絡調 

整、手続き代行等を実施 

教育の推進 ●私学運営費補助金、私立幼稚園心身障害児教育費補助金 

心身障害児の在籍する京都府内の学校法人立幼稚園、私立高等学校等の人件費、教育研究経費支出等
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に対し、補助を実施 

 ・平成18年度 320人 196,870千円 → 平成25年度 621人 447,394千円 

●発達障害者支援体制整備事業 

発達障害児等の早期発見・早期療育を推進するため、５歳児を対象にしたスクリーニングや事後支援

を行う市町村に対する助成や、発達障害のある人の支援を担う専門職等の人材の養成を実施 

●特別支援学校の整備 

地域社会に密着するとともに、地域の特別支援教育のセンター的機能を担う、専門性の高い特別支援

学校を南部地域に２校新設 

  ・平成22年度 八幡支援学校開校 

  ・平成23年度 宇治支援学校開校 

●特別支援教育の体制整備の推進 

発達障害を含む全ての障害のある児童生徒の学校における支援体制整備に加え、地域における支援体

制の構築や理解啓発など、総合的な支援を推進 

●特別支援教育充実事業 

発達障害等により、特に支援を必要とする児童生徒が在籍する学校において、支援体制の充実を図る

ため非常勤講師を配置 

  ・平成18年度～平成25年度実績 延べ 1,137人配置 

●特別支援教育サポート拠点事業 

発達障害を含む障害のある子どもへの就学前から高校卒業後までの一貫した支援を行うため、京都

府スーパーサポートセンターを設置し、子ども・保護者・教員・地域を支援 

●特別支援学校高等部職業教育充実費 

府立特別支援学校高等部生徒の卒業後の職業的な自立を図るため、職業教育設備を充実 

  ・機械ロクロ、電気窯、自働床洗浄機、職業用本縫ミシン など 

●特別支援学校医療的ケア体制充実事業 

障害の重度・重複化、多様化に伴い、医療的ケアを安全に実施する体制を確保するとともに、一人一

人のニーズに合わせたきめ細やかな教育を推進 

●地域等連携推進事業 

医療、福祉、労働、教育等が一体となって、障害のある子ども及びその保護者等に対する一貫した相

談・支援体制を整備 

●地域支援センターの設置及び地域支援コーディネーターの配置 

地域の学校等の障害のある子どもへの教育相談等を行うため、各府立特別支援学校に地域支援センタ

ーの設置及び地域支援コーディネーターを配置 

●ふれあい・心のステーション 

府立特別支援学校高等部生徒自らが製作品の販売実習・実演をする「ふれあい・心のステーション」

を毎年開催 

●スクールバスの整備 

障害の重度・重複化、多様化に対応したスクールバスを整備 

  ・平成18年度～平成25年度実績 26台購入 

●視覚・聴覚障害者社会教育指導者研修会 

視覚・聴覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を図るため、府内各地で実践活

動の交流を行い、指導者としての資質向上を図る「指導者研修会」を毎年実施 
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福祉サービス

の充実 

●日中一時支援事業 

障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校の空き教室等において、障害児（者）に活動の場を

提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練等の支援を行う「日中一時支援事業」を府内の

全市町村で実施 

●心身障害児（者）地域療育等支援事業費 

 在宅の心身障害児（者）の地域生活を支えるため、身近な地域での療育に関する相談・指導、健康診

査等を実施 

●重症心身障害児（者）ショートステイ受入体制整備（平成26年度） 

府北部地域で医療型短期入所の受入体制を整備するため、障害特性に配慮してショートステイの利用

者を受け入れる北部医療センターに対し市町村を通じて助成 

●盲ろう者通訳介助員派遣 

盲ろう者の自立と社会参加を図るため、コミュニケーション及び移動等の支援を行う通訳・介助員を

派遣 

●福祉有償運送支援事業費 

通院等の外出に支援を要する高齢者や障害者の移動手段を確保するための福祉有償運送事業者の車両

購入に対する助成及び運転協力者養成講習を実施（平成22年度～） 

  ・平成22年度～平成25年度実績 延べ39台（36法人） 

●障害者施設整備事業 

障害者施設の創設、大規模修繕等に対する助成（平成21年度～） 

  ・平成21年度～平成25年度実績 施設創設36箇所、大規模修繕5箇所、改築等4箇所 

●新体系対応基盤整備事業 

障害者自立支援法の施行に伴い、既存施設が新体系に移行する場合に必要となる施設の改修、増築等

に対する助成（平成19年度～平成24年度） 

  ・平成19年度～平成24年度実績 改修120箇所、増築12箇所、設備・備品45箇所 

●社会福祉施設防災対策等事業 

障害者施設等の入所者の安心安全を確保するため、事業者が行う耐震化、スプリンクラー整備等に対

する助成（平成21年度～） 

 ・平成21年度～平成25年度実績 耐震化整備12箇所、スプリンクラー38箇所 

●障害者相談支援ネットワーク事業 

障害保健福祉圏域毎に「総合相談支援センター」を指定した上で、ゼネラルケアマネジャーを配置（７

名）し、関係機関の相談支援ネットワークの整備、連携会議及び研修等を実施 

●圏域障害者自立支援協議会の設置 

障害福祉計画の推進及び広域的なサービス調整等を行う協議の場として、障害保健福祉圏域毎に障害

者自立支援協議会を設置 

●家庭支援総合センターの設置（平成22年度） 

児童虐待やＤＶ、非行、ひきこもりなど、複雑・多様化する家庭問題に迅速・的確に対応するため、

家庭支援総合センターを中心に関係機関の連携・協力のもと、家庭問題に対する総合的・専門的な相

談支援を実施 

●高次脳機能障害に特化した生活訓練の実施（平成26年度） 

府立心身障害者福祉センターにおいて、高次脳機能障害の障害特性を踏まえた日常生活能力の向上、

復職・就職に向けての訓練を行う生活訓練事業を開始 

●難病患者等居宅生活支援事業 
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難病患者等に対して、ホームヘルプサービス事業、短期入所事業、日常用具給付事業を行う市町村を

支援（平成25年度～障害福祉サービスに移行） 

●精神障害者退院促進事業 

社会的入院精神障害者の退院を促進（平成24年度～障害福祉サービスに移行） 

 ・平成19年度～平成23年度実績 本事業利用の退院者48人 

●精神障害者訪問支援事業 

医療や福祉等のサービスを自ら利用できない在宅の精神障害者に対して、多職種によるアウトリーチ

（訪問）型支援を試行的に実施（平成23年度～） 

 ・平成23年度～平成25年度実績 32人を支援 

●南部難聴幼児サポートセンター事業 

学齢期前の聴覚障害児に聴覚・ことばの指導等を行い、言語能力・コミュニケーション能力を高める

とともに、孤立しがちな保護者に対する相談支援等を実施 

●発達障害者支援センター運営事業 

府全域の発達障害者支援の中核として、発達障害者支援センター「はばたき」を設置（平成19年度） 

するとともに、障害保健福祉圏域毎に支所として、圏域支援センターを設置し、ネットワークを構築 

●高次脳機能障害者支援事業 

京都府リハビリテーション支援センターに支援コーディネーターを配置し、高次脳機能障害者に関す

る相談・研修等を実施 

●居住サポート事業の支援 

障害者の入居契約手続きの支援等を行う居住サポート事業を行う市町村に対する支援を実施 

●障害者グループホーム開設促進事業 

グループホーム等の開設時の共用備品の購入等に対する助成（平成17年度～平成20年度） 

 ・平成17年度～平成20年度実績 27箇所 

●グループホーム等整備推進事業 

グループホーム・ケアホームの施設改修等に対する助成（平成19年度～平成24年度） 

 ・平成19年度～平成24年度実績 56箇所 339人分 

●障害者施設整備事業 

グループホーム・ケアホームの創設に要する経費に対する助成（平成21年度～平成24年度） 

 ・平成21年度～平成24年度 19箇所 141人分 

●重度障害児（者）在宅生活支援事業 

看護師等の配置等により、医療的ケアの必要な重度障害者等の受入を推進する生活介護事業所等に対

し市町村を通じて助成 

●重症心身障害児（者）通園事業 

在宅の重症心身障害児（者）に対し、日常生活動作、運動機能に関する訓練、指導等必要な療育を実

施（平成24年度～障害福祉サービスに移行） 

●認知症サポーター養成 

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者を養成 

・平成18年度～平成25年度実績 112,240人養成 

●キャラバンメイト養成 

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」の講師役として、「キャラバンメイト」を

養成 

 ・平成18年度～平成25年度実績 3,912人養成 
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●認知症に関する多様な相談窓口の設置 

認知症の早期発見・早期対応につなげるため、多様な相談窓口を設置 

●認知症介護実践者等養成研修 

認知症患者の介護を実践する施設・居宅サービス事業所の実務者及び指導者等を対象として、実践者

研修・実践リーダー研修等を実施 

●児童扶養手当の支給 

母子家庭に対する扶助（町域認定数：約1,100世帯） 

●特別児童扶養手当の支給 

  障害児がおられる家庭への扶助（府域認定数：約5,700世帯） 

●特別障害者手当の支給 

  20才以上の在宅重度障害者に対する扶助（府域認定数：約3,800人） 

●障害児福祉手当の支給 

  在宅重度障害児に対する扶助（府域認定数：約1,600人） 

●在日外国人無年金者緊急支援事業費  

  国民年金制度改正時に制度の対象とならなかった在日外国人無年金者（障害者）に対して給付金を支

給 

●補装具・日常生活用具の給付等 

障害者の日常生活や社会生活の向上を図り社会参加を支援するため、補装具費の支給や日常生活用具

の給付・貸付を行う市町村を支援 

●手話通訳者・要約筆記者等派遣事業 

聴覚障害者のコミュニケーションを確保するため、手話通訳者・要約筆記者等派遣を実施 

●身体障害者補助犬の育成・訓練 

身体障害者補助犬の育成及び訓練等を行う法人に対する助成を実施 

●介護・福祉サービス第三者評価等推進事業 

  利用者が安心して介護・福祉サービスを選択できる環境づくりに資するため、「京都介護・福祉サー

ビス第三者評価等支援機構」が実施する第三者評価事業等に対する支援 

保健・医療の充

実 

●乳幼児健康管理事業 

市町村乳幼児健診等で身体・心理の発達の遅れが指摘された児に対し、各保健所において発達支援の

ための助言、医療機関との連携などを実施 

●難病患者在宅支援体制の充実 

難病患者の安定した療養生活の確保と患者及びその家族の生活の質の向上の為、全保健所において、

医師・保健師・理学療法士等による各種相談事業や講演会・交流会、研修会等を開催 

 ・平成18年度～平成25年度実績 医師による相談 2,077人、保健師の訪問相談 5,870人 

●発達障害診療体制拡充整備事業（平成25年度～） 

 こども発達センターに診察室を増設し、小児科専攻医を研修のために受け入れ、初診待ちの短縮を図

るとともに、発達障害を診療できる小児科医を養成 

●高次脳機能障害専門外来の設置（平成25年度～） 

高次脳機能障害専門の診療機能の充実・強化のため、府立心身障害者福祉センター附属病院に専門外

来を開始、医師を配置 

●リハビリテーション支援センターの設置・運営（平成17年度設置） 

 総合リハビリテーション推進プランを策定し、府民が住み慣れた地域で安心して、いきいきと暮らせ
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るよう、急性期から回復期、維持・生活期まで継続した総合リハビリテーション提供体制を実現する

ため、人材の確保・育成、施設の拡充、連携体制の構築などの施策を実施 

●リハビリテーション人材の確保・育成 

理学療法士等養成施設の在学者で、卒業後、府内で就職する意志を有する者への修学資金の貸与、リ

ハビリテーション就業フェア、リハビリテーション従事者の資質向上のための研修会の開催、医療機

関等での受入研修の実施、特別養護老人ホーム等への巡回相談指導等、リハビリ医等養成事業を実施 

●訪問リハビリテーション事業所整備促進事業 

 在宅療養者が訪問リハビリテーションサービスを受けられる環境を整備するため、訪問リハビリテー 

ション事業所開設等に要する経費に助成 

●地域リハビリテーション支援センター機能充実事業 

   在宅療養者へのリハビリテーションの充実を図るため、地域リハビリテーション支援センター 

のリハビリテーション機器や機能訓練室等の設備整備等に要する経費に助成 

●回復期リハビリテーション病棟整備促進事業 

  回復期リハビリテーション病棟を整備する際に必要となる機能訓練室等の整備に要する経費に 

助成 

●先端的リハビリ推進事業 

先端的なリハビリを受けられる環境を整備するため、リハビリ機器整備等に要する経費に助成 

●地域リハビリテーション支援センターの整備 

 府内全圏域及び京都市内で８箇所の地域リハビリテーション支援センターを指定。地域資源等に精通

したコーディネーターを配置し、地域包括支援センター等に対する助言相談等を実施 

●ＩＴを活用した地域連携パスによる連携の推進 

 急性期から回復期、維持・生活期まで継続した総合リハビリテーションサービスを提供するため、府

内全域でＩＴを活用した地域連携パスによる連携を推進 

●回復期リハビリテーション病床入院待機情報等の提供 

施設情報検索システム、京都健康医療よろずネットによる回復期リハビリテーション病床入院待機情

報等の提供による連携推進 

●精神科救急医療システム 

 府南部・北部に精神科救急情報センター及び基幹病院等を設置し、休日夜間における精神科救急医療 

体制を確保 

 ・平成18年度～平成25年度実績 北部 1,860件、南部 21,830件 

●精神科救急医療連携強化事業 

一般救急病院と精神科病院が連携し、精神疾患患者で身体合併症を併発する患者に医療を提供する

仕組みを構築 

●精神医療審査会の開催 

 精神科病院における入院患者に対し人権に配慮した適正な処遇を確保 

●精神保健対策費（医療費） 

 入院措置に係る医療費の一部負担 

  ・平成18年度～平成25年度実績 新規措置患者数 233人 

●自立支援医療（精神通院） 

 通院医療費の助成等を通じて、精神科医療を受診する機会を保障  
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●精神科デイ・ケア 

 回復途上にある精神障害者に生活技能訓練等の治療訓練を実施 

●難病拠点病院を核とする地域難病医療ネットワークの充実 

難病医療拠点病院と協力病院を中心とした難病医療体制の整備や関係者への研修等の実施及び全保健

所において、支援グループ会議や在宅ケアシステム会議等を開催 

●臓器移植の普及・促進 

臓器移植に関する理解促進を図るため、府民への臓器移植医療に関する正しい情報の発信と制度の普

及啓発を実施 

●重度心身障害児（者）医療給付事業助成 

 重度心身障害児（者）の医療に係る経済的な負担軽減、障害者の自立と社会参加の支援、障害者の健

康の保持・増進を図るため、市町村が実施する重度心身障害児（者）医療費助成事業に対して助成 

  ・平成18年度～平成25年度実績合計 13,496,721千円 

●重度心身障害老人健康管理事業助成 

 重度心身障害のある高齢者の医療に係る経済的な負担軽減、障害者の自立と社会参加の支援、障害者

の健康の保持・増進を図るため、市町村が実施する重度心身障害老人健康管理事業に対して助成 

  ・平成18年度～平成25年度実績合計 9,762,475千円 

●特定疾患の治療研究の推進と公費負担 

治療が極めて困難であり医療費も高額である特定疾患について、疾患に関する医療の確立・普及、患

者の医療費の負担軽減を図るため、保険診療の患者負担分の医療費の公費負担を実施 

●障害者等歯科健診・指導事業 

  障害者施設入所者等を対象に、う歯や歯周病を予防するため、歯科医師・歯科衛生士による歯科健診

・保健指導等を実施 

●府北部地域障害者歯科診療所整備・運営事業 

  脳性麻痺や自閉症等で通常の歯科診療が困難な障害者に対する歯科診療所を北部地域に整備。市町、

府歯科医師会と協同で運営（平成26年度開所） 

●青少年の社会的ひきこもり支援事業 

  家庭支援総合センターに「ひきこもり相談窓口」を設置し、来所・電話相談、家族教室等を実施 

●自殺対策の推進 

 京都府精神保健福祉総合センターに「京都府自殺ストップセンター」を設置し、電話及び面接相談を

実施。相談内容に応じて弁護士や司法書士等の専門家と協働して対応 

●かかりつけ医認知症対応力向上研修 

かかりつけ医が認知症に関する正しい知識・技術、家族への対応を習得し、各地域において、医療と

介護が一体となった認知症の支援体制の構築を図るための研修を実施 

●認知症サポート医養成 

認知症患者の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行う専門医療機関や地域包括支援

センター等との連携の推進役として「認知症サポート医」を養成 

●認知症疾患医療センター設置事業 

認知症の早期発見や専門的な診断、適切な入・退院対応など、医療・介護・福祉の連携による支援

体制の強化を図るため、認知症疾患医療センターを設置（平成23年度～） 

 ・平成23年度～平成25年度実績 ８箇所設置 
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●病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

病院の看護師等医療従事者を対象に、認知症の基礎知識や認知症ケアの原則等の研修を実施 

生活環境の整

備 

●パーキングパーミット制度の導入 

 「京都おもいやり駐車場利用証制度」を開始（平成23年度～） 

・平成23年度～平成25年度実績 利用証交付数 5,287枚、協力施設数 1,005施設 

●府立公園の整備促進 

 府立公園（鴨川公園、嵐山公園等）について、福祉のまちづくり条例に基づいた施設整備を実施 

●市町村公園の整備促進 

 市町村公園のバリアフリー化を図るため、都市公園事業（交付金事業）を実施 

●人にやさしいまちづくりホームページ開設 

府内施設のバリアフリー情報を発信 

●福祉のまちづくり条例に係る特定まちづくり施設の設置工事の協議・届出 

 建築物等の特定まちづくり施設の設置工事を行うときの協議・届出 

●鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業 

  駅利用者数が１日当たり３千人以上の駅を対象に国・市町村と協調して鉄道事業者に補助 

  ・平成25年度までの実績 43駅 

●交番等における身体障害者対応トイレの設置 

 交番のバリアフリーを推進するため、身体障害者対応のトイレを整備 

  ・平成17年度～平成25年度実績 54箇所 

●バリアフリー設備を設置した警察署 

 警察署のバリアフリーを推進するため、身体障害者対応設備やベビーベッドを設置した多目的トイレ

及びＥＶを整備 

●府営住宅のバリアフリー化の実施 

府営住宅のバリアフリー化を進めるため、建て替え、全面改修、ＥＶの設置、バリアフリー化の改善

等を実施 

・平成18年度～平成25年度実績 建替585戸、全面改修480戸、ＥＶ設置1,440戸、改善2,016戸 

●住宅相談業務委託事業 

 京都府住宅相談所において、専門家（建築士）との面談による「建築相談」を月に２回実施し、バリ

アフリー仕様等、住宅に関する技術的な相談に対応 

●住宅改良資金融資制度 

 バリアフリー化工事等を行う者に対する低利融資を実施 

●歩道・交差点改良等の安全施設を整備 

 府管理道路において、歩道設置・交差点改良等の安全施設を整備 

  ・平成18年度～平成25年度実績 82箇所完成 

●地域連携推進事業 

通学路等における安心・安全の確保や歩道のバリアフリー化を進めるとともに地域の絆や連携を支え

る道路等社会基盤の整備を実施（平成18年度～平成21年度） 

  ・平成18年度～平成21年度実績 27箇所完成 

●道路緊急安全確保小規模改良事業（H20～） 

 府民生活や地域の安心・安全を一層確保するため、緊急的に交通安全対策や耐震対策などに資するき 
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め細やかな小規模道路改良等を実施し、より安心・安全で快適なみちづくりを推進（平成20年度～） 

    平成20年度～平成25年度実績 88箇所完成 

●違法駐車車両の排除（確認標章の取付） 

 道路の安心・安全の確保等のため、違法駐車車両を排除 

・平成18年度～平成25年度実績 657,603件（うちレッカー移動 474 件） 

●道路管理者等と連携した放置自転車等の排除 

 歩道等の安心・安全の確保等のため、道路管理者等と連携し放置自転車等を排除 

・平成18年度～平成25年度実績 自転車 521,174台、原付車 656台 

●信号機の設置 

 道路交通の安心・安全の確保等のため視覚障害者用付加装置付信号機、高齢者感応式信号機等を整備 

・平成18年度～平成25年度実績 新設 158基、更新 77基 

●身体障害者等除外指定標章の交付 

 身体障害者等の移動を支援する駐車禁止規制の除外指定標章を交付 

  ・平成18年度～平成25年度実績 87,530件 

●「高齢者が居住する住宅の設計に関する指針」の普及啓発 

 指針の普及を図るため、全文を京都府ＨＰに掲載して啓発を実施 

●みんなでつくる「あったか京都」指針(京都府ユニバーサルデザイン推進指針)の普及啓発 

みんなでつくる「あったか京都」指針に基づき、すべての人が安心・安全で利用しやすい建物、製品、

サービスなど、ユニバーサルデザインの考え方を基本としたまちづくりやものづくりの普及に向けた

取組を実施 

●府営住宅の優先入居 

障害者世帯の府営住宅への入居を支援するため、一般募集とは別に、京丹波町以南の南部地域募集で

 は年３回、福知山市・綾部市以北の北部地域募集では年２回、優先枠を設けて募集 

 ・平成18年度～平成25年度実績 96戸を提供（南部募集） 

●障害者ＩＴサポートセンター事業 

 障害者の情報・コミュニケーション支援のため、初心者向けＩＴ講座、視覚・聴覚等障害別ＩＴ講座

やＩＴ相談などを実施 

●府警ホームページを活用した情報提供 

 概要：府警ホームページに、子ども安全情報（子どもに対する声かけ事案）や街頭犯罪・侵入犯罪、

振り込め詐欺等の被害防止の啓発記事を掲載する等、各種地域安全情報を積極的に提供 

●府民だよりの情報バリアフリー化の支援 

 府民だよりの情報バリアフリー化を図るため、文字拡大版、点字版、音声版を発行 

●ホームページのアクセシビリティ化 

 障害者のＷＥＢアクセシビリティに配慮したホームページを構築 

●府警ホームページへのＪＩＳ基準の適用 

 府警ホームページに、視覚障害者用音声化ソフトに対応可能なシステムを構築 

●点訳奉仕員・朗読奉仕員等の養成 

障害者の地域生活を支える人材の養成・確保のため、点訳奉仕員、手話通訳者等を養成 

・平成25年度末実績（登録者数） 点訳奉仕員 230人、朗読奉仕員 218人、手話通訳者 547人、 

                  要約筆記者 362人、盲ろう者向け通訳・介助員 312人 
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●同行援護従業者養成事業 

  障害者の地域生活を支える人材を養成するため、視覚障害者の同行援護従業者の養成研修を実施 

●手話のできる警察官の養成 

 手話指定員の技能向上を目的とした手話ブラッシュアップ講習を実施 

●「警察相談１１０番ファックス」活用のための広報 

 ホームページ、電光表示盤等広報媒体を利用した広報活動を実施 

●「京都府警察広報センター」における手話映像等の運用 

 「京都府警察広報センター」における警察活動の紹介に「手話映像」を使用、システム機器に「手話

アニメーション作成ソフト」を導入。また、車椅子から直接利用できるようにバリアフリー化 

●テレビ・ラジオ等を活用した情報提供 

 京都府広報テレビ番組「みんなの京都ふらりー」、ラジオ「きょうとほっと情報」、府民だより、府

警広報紙「府警あんぜん広場」等の広報媒体を活用し、犯罪や交通事故に遭わないための情報を発信 

●府警音楽隊による警察広報活動の実施 

 府警音楽隊を「全国車いす駅伝大会」の開・閉会式に派遣し、警察広報活動を実施 

●障害者を対象とした交通安全教室の開催 

 障害者の交通安全を進めるため、交通安全教室を開催 

・平成18年度～平成25年度実績 参加者 延べ4,451人 

●聴覚障害者等を対象とした防犯教室の開催 

 聴覚障害者等を対象に、振り込め詐欺や悪質商法の被害防止等についての防犯教室を開催 

●手話のできる警察官による巡回連絡等の実施 

 手話のできる警察官（手話通訳人制度登録者）による巡回連絡、警察安全相談、防犯指導など、各種

警察活動の実施 

●「ファックス１１０番」の受理 

聴覚障害者等が、事件や事故に遭ったときにすぐに警察へ通報できるよう、「ファックス１１０番」及

び「メール１１０番」システムを運用 

●防犯・防災情報等の提供 

携帯電話等への防災情報、地域安全情報の配信、交番・駐在所ファックスを活用した犯罪発生情報の

配信等を実施 

雇用・就労の促

進 

●障害者就業・生活支援センター（生活支援等）事業 

障害者の職業生活の自立を図るために、「障害者就業・生活支援センター」を設置し、就業面の支援

と生活面の支援を身近な地域で一体的に実施（各障害保健福祉圏域に１カ所、計７カ所を設置済） 

●はあとふるジョブカフェの運営等 

 京都ジョブパークの「はあとふるジョブカフェ」（障害者の就労支援拠点）において、広く障害者を対

象に、相談や企業実習、定着支援まで関係機関と連携し総合的な就労支援を実施 

●圏域障害者自立支援協議会の就労支援部会による支援の実施 

  各圏域障害者自立支援協議会に市町村、福祉サービス事業者、特別支援学校、商工会、ハローワーク 

などが参画する就労支援部会を設置し、障害者等の就労を支援 

●公共職業安定所や事業主等の関係機関等によるネットワークの構築 

公共職業安定所や事業主等の関係機関・団体によるネットワークを地域レベルで形成し、障害のある

人の生活・就労相談から、職業訓練、就職、職場定着までの、きめ細かで一体的な支援を実施 
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●障害者就職面接会の開催 

求職障害者により多くの企業情報を提供するとともに、企業に障害者を紹介する場を提供 

●障害者「福祉から雇用」応援事業 

福祉事業所で働く障害者を効果的に就労支援機関につなげるため、就労継続支援Ａ型事業所に共働推

進員を配置するとともに、京都ほっとはあとセンターに障害者働き支援隊を配置し、一般就労移行に

必要な支援を実施 

●障害者雇用の土壌づくり 

府内企業に対し「障害者雇用の好事例」や「雇用拡大のモデル的な取組」等の普及啓発を実施 

●障害者雇用促進事業（京都障害者ワークフェアでの知事表彰） 

  障害者の積極的な雇用や採用後の雇用管理等、障害者の雇用や安定に積極的に取り組んでいる事業所

や優良勤労者を表彰することにより、障害者の雇用と職業の安定を促進 

●京都府障害者雇用推進企業（京都はあとふる企業）認証制度 

障害者を積極的に雇用している企業を京都府障害者雇用推進企業（京都はあとふる企業）として認

証し、社会的に評価される仕組みをつくるとともに、当該企業が実践している障害者の働きやすい

職場づくりなどの取組内容を普及し、障害者雇用への理解を図り雇用を促進 

●地域社会貢献企業からの物品等の優先調達 

障害者雇用に積極的な企業など、地域社会に貢献する企業から物品等を優先調達する仕組みを導入 

●職場実習設備等整備事業 

就労移行支援、就労継続支援事業者等から職場実習を受け入れる企業が、受入のために設備の更新等

を実施した場合の費用を助成 

●雇用支援員（はあとふるジョブカフェ）による職場実習企業の開拓 

障害のある求職者が円滑に一般就労につながるよう事前に企業実習を通して適性や方向性を把握する

ため、職場実習企業を開拓 

●ＩＴ活用障害者就労支援事業 

ＩＴを活用して就労可能な技術を身につけるための研修を開催するとともに、就労を希望する修了者

等をＩＴサポートセンターに登録し、仕事の受注、仕事の配分等を実施 

●障害者雇用促進セミナー 

雇用への取り組みが遅れている業種や、雇用の見込める業種等の事業所を対象に、障害者の能力の正

しい理解と府内の障害者雇用の促進を図るセミナー等を開催 

●京都ほっとはあとセンターへの支援 

府内の就労継続支援事業所等の組織化を図り、ほっとはあと製品の普及、販売促進等の事業を推進 

●ハート（まごころ）ショップ 

府庁舎内等に常設販売コーナーを設置し、府内の就労継続支援事業所等のほっとはあと製品を販売 

●「ほっとはあと製品」応援事業 

就労継続支援事業所等で働く障害者の工賃引き上げを図るため、事業所へのもの作りの専門家派遣、

販売戦略づくり等を実施 

●「ゆめこうば」支援事業 

就労意欲がある障害者に雇用の場を確保するため、障害者５名程度のグループで起業した事業所にジ

ョブパートナー配置に要する経費等を助成 

●新「ゆめこうば」推進事業  
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 コーディネーターによる企業訪問や共同受注システムの構築をし、企業等のニーズに応じた競争力の

あるサービスや製品を事業所が連携して提供することにより、民間企業等からの受注を増やす仕組み

づくりや仕事づくりを推進 

●「府庁ゆめこうば」推進事業 

京都府が知的障害者及び精神障害者を直接雇用（業務指導は社会福祉法人等に委託）するとともに、 

地域機関での清掃業務等を障害者を雇用する社会福祉法人等に委託 

●精神障害者社会適応訓練事業 

 回復途上にあり就労の意志がある精神障害者を対象とし、集中力、対人能力、仕事に対する持久力、 

環境適応能力等の涵養を図り、精神障害者の社会復帰につなげるため、事業所での訓練を実施 

 ・平成18年度～平成25年度実績 訓練者数 358人 

●高等技術専門校における障害者訓練の実施 

高等技術専門校における障害者を対象とした職業訓練の実施 

  ・平成18年度～平成25年度実績 身体障害者 124人、知的障害者 149人、発達障害者 32人 

●多様なニーズに対応した委託訓練等の実施 

障害のある人がより身近な地域で職業訓練を受講し、就職できるよう、社会福祉法人等の多様な委託

訓練先において、職場実習等を取り入れた委託訓練や職場適応訓練等を実施 

 ・平成18年度～平成25年度実績 委託訓練 619人、職場適応訓練 106人 

●在職者に対する職業能力開発機会の提供 

 在職中の障害のある人の職業能力の向上を図るため、ＩＴ活用能力などの在職者訓練の実施 

  ・平成18年度～平成25年度実績 35人 

●職業訓練指導体制の充実 

 訓練ニーズの変化・多様化に弾力的に対応できる体制の整備を図るため、職業訓練指導員の資質向上

等を目的とした研修会の実施及び外部研修への派遣 

●障害者技能競技大会（アビリンピック京都大会）の開催等 

障害者が、技能労働者として社会に参加する自信と誇りを持つことができるよう、職業能力を高める

とともに、多くの府民や事業主等が障害のある方々の技能について理解と認識を高め、障害者の雇用

促進と職業の安定を図るためにアビリンピック京都大会を開催 

スポーツ、文

化・芸術、レク

リエーション

活動の振興 

●全国車いす駅伝競走大会 

全国車いす駅伝競走大会の開催に要する経費を助成。障害者スポーツの振興を図るとともに、障害

に対する理解を促進 

●全国障害者スポーツ大会への選手派遣 

 スポーツを通じた障害者の体力保持、強化や社会参加に資するため、全国障害者スポーツ大会に

府選手団を派遣 

●全京都障害者総合障害者スポーツ大会 

京都府内の障害者を対象に、健康増進、体力保持や社会参加の促進を図るため、全京都障害者ス

ポーツ大会の運営に要する経費を助成 

●障害者ふれあい広場「スポーツ・レクリエーションフェスティバル」 

障害者スポーツの振興やレクリエーションの機会をつくるとともに、多くの府民が参加し、ふれ

あい交流できる大会として、障害者ふれあい広場を開催 
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●スポーツ振興事業 

 府立体育館、府立伏見港公園、府立丹波自然運動公園において、障害者スポーツのつどい及び障害者

水泳のつどいを開催 

●京都とっておきの芸術祭 

障害者の芸術文化活動の可能性を切りひらき、障害者の社会参加の促進を図るとともに障害に対する

理解と認識を深めるため、障害者作品展・ものづくりワークショップ等を開催 

●アールブリュッ都ギャラリー 

 障害者によるアートの素晴らしさを周知するとともに、アートを通じて障害のある人とない人の相互

理解を深めるため、府内数箇所でアート作品を展示及びアート製品を販売するギャラリーを設置 

推進体制の整

備 

●相談支援事業従事者研修 

  障害者等からの相談に応じ、必要な保健、医療、福祉等などのサービスの利用・支援を行う相談支援

専門員等を養成・確保するため研修を実施 

●行動援護の研修 

  知的障害又は精神障害で行動上の困難を有する障害者が危険を回避するために必要な援護を行う者を

養成・確保するため研修を実施 
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 (2) 数値目標の達成状況 

 

施策項目 
計画策定時 

（平成16年度） 

平成25年度 

（達成状況） 

平成26年度末 

の目標    

グループホーム・ケアホーム 

の整備 
243人分 1,249人分(89%) 1,404人分 

福祉施設から地域生活への移行 

(平成18年度～(累計)) 
－  274人(68.5%) 400人以上 

福祉施設から一般就労への移行 
(平成17年度) 

25人 
  181人(120％) 150人以上 

入院中の精神障害者の地域生活へ

の移行(１年未満入院者平均退院率) 

(平成21年度) 

68.9％ 
77.4％(106.8%) 72％以上 

  〃 

(5年以上かつ65歳以上の退院者数) 

(平成22年度) 

231人 
255人(110%) 231人以上 

日中活動の場の提供 

(生活介護、自立訓練、就労支援等) 
2,490人分 11,797人分(99％) 11,913人分 

就労訓練の場の提供 

(就労継続支援、就労継続支援) 
－ 5,425人分(99.5%) 5,452人分 

障害者雇用率 1.63％ 1.93%(96.5%) 
2.0％ 

（平成25年度末） 

相談支援従事者の養成 783人 2,263人(98.4%) 2,300人 

手話通訳者、要約筆記者等の養成 1,325人 2,379人(74.3%) 3,200人 

福祉のまちづくり条例整備基準適

合施設 
1,679施設 2,358施設(94.3%) 2,500施設 

１日利用者5千人以上の旅客施設の

段差解消(府内114駅) 
67駅 98駅(86.0%) 114駅 

重点整備地区内の特定経路(府管理

道路)のバリアフリー化率 
32% 65.5%(65.5%) 100% 
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 (3) 障害者関係施設等の整備状況 

 

  ① 日中活動系サービス事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 居住系サービス事業所 

 

 

 

 

 
 

③ 共同生活援助事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 事業所数 定 員 

生活介護 185 5,381 

自立訓練（機能訓練）   3    84 

自立訓練（生活訓練）  31   340 

宿泊型自立訓練   1    20 

就労移行支援  51   662 

就労継続支援（Ａ型）  39   646 

就労継続支援（Ｂ型） 212 4,465 

療養介護   4   416 

短期入所 109   373 

計 635 12,387  

種  別 事業所数 定 員 

施設入所支援  50 2,516 

種  別 事業所数 定 員 

共同生活援助（ＧＨ）  110 1,330 


